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要 旨
ヨ ー ロ ッ パ大陸の ほ ぼ中央に位置し, 周囲をドイ ツ語, フラ ン ス 語, イタリア語の 三 つ の 大言語文
化圏に囲まれ たス イ ス は26 の州から成る連邦制の多言語国家で ある｡ 13世紀末の 3州の 同盟に始まる
建国以来, 連邦の機能はあくまで も強大な近隣大国の支配 を排除するための政治的結束であっ た｡ 強
い 自治権をも つ 州や, この 下の 小さな地域共同体が文化的同 一 性の基盤となりそれぞれ の歴史 ･ 伝統
を形成してきた｡ こ の ような国家の形成原理に加え, 高い 山々 , 河川 ･ 氷河 ･ 湖などの自然地理 的障
壁が言語を含む各地方の独自の 文化の保存を促した｡ 四 つ の言語圏に分かれ, 三 つ の 公用語を制定し,
しかも主要言語内の 方言格差が大きく必ず しも相互理解が容易でない , と い っ た複雑な多言語状況に
加え, 近年の産業構造の 変化, 経済の グ ロ ー バ ル化などに伴う他の諸言語の使用拡大とい っ た社会言
語的変化も見逃せない ｡ 本稿では, 今日の多言語国家ス イ ス の言語状況を分析するとともに, 学校教
育における言語教育の 課題 と動向を考察する｡ 考察の焦点は特に初等学校段階で必修とされて い る第
二 言語教育と近年早期導入 の実施や検討がなされて い る英語教育にあて られる｡
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1 . は じめ に
ヨ ー ロ ッ パ 大陸の ほ ぼ中央に位置 し, 周囲
を ドイ ツ語, フ ラ ン ス 語 , イタリア語 の 三 つ
の大言語文化圏に囲まれたスイ ス * 1は, 日本の
九州 とほ ぼ同 じ国土面積に約 7百万人 の人 口
をもつ 連邦制の 多言語 国家で ある｡ 連邦制の
始まりは1291年 のウリ, ウ ンタ - バ ル デ ン ,
シ ュ ピ ー ツ の 3州 による神聖 ロ ー マ 帝国にお
ける ハ プス ブル グ家の拡張に対する共同の 防
衛 を目的と した同盟で あ っ た｡ 連邦 は次第に
その加盟州 をふや し, 1648年に神聖 ロ ー マ 帝
国か ら正式に独立 した｡ ナポ レオ ン戦争後の
ヨ ー ロ ッ パ の 新たな秩序を定めた1815年のウ
ィ ー ン会議にお い て , ス イス の ｢永世中立｣
とそ の国土の 不可侵性が承認された｡ 1848年
には憲法が制定され , 連邦政府が設置される
に至 っ た ｡
強大な近隣大国の支配 を排除するため の政
治的結束で あ っ たとい う建国の 歴史が い まも
ス イス という国の かたちの基本をな して いる｡
連邦を構成する州 (Canto n s) の数は現在26
(厳密 に言 えば , 23の州が あり, うち3州が
準州 に 2分され て い る) で あるが , 州はきわ
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めて強い自治権を有し, 州 の下 の小 さな地域
共同体(Co m m u n e s) とともにス イ ス社会の
文化的同 一 性 の基盤となりそれぞれ の歴史 ･･
伝統を形成してきた｡ こ の ような国家の形成
原理 に加え, 国土の70%を占めるア ル プス ,
ジ ュ ラの 両山脈, 河川 ･ 氷河 ･ 湖などの自然
地理 的障壁も言語を含む各地方の独自の文化
の保存を促 した ｡
四 つ の 言語圏に分かれ , 三 つ の 公用語を制
定し, しかも主要言語内の方言格差が大きく
必ずしも相互理解が容易ではない ス イス 本来
の複雑な多言語状況に加え, ス イス 社会の産
業構造の 変化,近年の ヨ - ロ
■
ッ パ統合の促進,
経済の グロ ー バ ル 化などに伴う他の諸言語 ,
特に英語の使用拡大とい っ た社会言語的変化
も見逃せない ｡ 以下の 章にお いて は , 多言語
国家ス イス の今日の言語状況を分析 し, 学校
教育にお ける言語教育が直面する課題を考察
する ｡■.考察の焦点は特に初等学校段階で必修
とされて い る第二首藤教育の ありかた, 及び
社会における英語使用の拡大に対応 して早期
導入 の実施や検討がなされて い る英語教育に
あて られる ｡
2 . スイス の多言語状況の特色
本章ではス イ ス の多言語状況につ いて , 社
会における実際の使用 レ ベ ル におい て確認す
るとともに, その ス イス 的特色を分析する｡
公用語ある い は民族語と言 っ た表面的な分類
にはあらわれ ない複雑な状況と近年の新たな
傾向がみて とれる ｡
2.1 公 用 語
.連邦の公用語は ドイ ツ語, フ ラ ンス 語及び
イ タリア語で ある ｡ 連邦議会の記録, 行政な
どにつ いて はこれら三公用語 の使用が義務づ
けられて い る｡ また, 州レ ベ ル にお い ても公
用語が定められて おり, ドイ ツ語 とする州が
19州 と最も多い が, 三言語を公用語 と定めて
いる州( グラウビ ュ ンデン州), 二 言語 を公用
語 と定めて い.る州 ( ヴァ
レ ｢州, フ リプ ー ル
州) もある ｡ 教育, 出版, -Iス メディ ア の言
語もこれ に応 じて い る｡ 三 つ の公用語に法的
な序列はな い が, 現実には扱い の違い がみら
れ る*2｡
2.2 民 族 語
ドイツ語, フ ラン ス 語, イタリ ア語及び ロ
マ ン シ ュ 語*
3
の 四 つ の言語が民族語(langu e s
n atio n ale s)と定められて いる ｡ ロ マ ン シ ュ 語
は1938年 の憲法改正により第四 の民族語と し
て東課されたもの の その使用者 の数は5万人
弱 , 総人 口 の0. 6%に過ぎない ｡ ロ マ ン シ ュ 語
はグラウビ ュ ンデン州で ドイツ語 , イ タリア
語とともに同州の公用語とされて はい るが ,･
州人 口 の約二割, 3万数千人 の使用人 口 しか
なく, 州外の話者とあわせて も5･万人に満た
ない ｡ 地図上 の分布 では同州の約半分を占め
るが, 母語として残されて い る の は主に山間
部の離村で ある｡ 初等学校からの ドイツ語教
育, 職業生活, マ ス メディ ア の影響で , ロ マ
ン シ ュ 語の話者 のほ とん どは二言語併用者と
な っ て い る｡ こ の言語 の 再生 の ための政府の
さまざまな支援にもかかわらず, ロ マ ン シ i
語は次第にそ の勢力を失い つ つ ある｡ その最
大の理由は, こ の言語が極めて細かな五 つ の
方言群に分かれ , 共通の 文化共同体を形成で
きなか っ たか らであると言われて い る｡
2.3 言語地図 ･ 使用言語別人口
憲法によりス イス の国家の言語と して政治
的, 文化的東認を与えられて い る公用語 ある
い は民族語 の 地理的分布は図1に草すとおり
で ある1)｡ 太い破線が言語圏の卓界を, 細い 実
線が州の境界で ある｡ 州の境界と言語圏の黄
界はかならずしも重な っ て おらず, 二 つ の言
語圏ある い は三 つ の言帝圏に分断されて い る
州もある｡ また規模 の違い はあるにせ よ , どの
州にも言語的 マ イ ノリテ ィ が存在 し, 彼らに
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図1 ス イス の言語分布図
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対する配慮を必要 とする州も少なくない が,
言語人 口が大きく 二 分 , 三 分されて い る州 の
言語政策 ･ マ ネジメ ン トはとりわけ重要な政
治課題 で ある｡ 州 の分裂を引き起こすこ とも
あるか らで ある*4｡
表1 ス イ ス の 言語別人 口の推移
ドイ ツ語 フランス語 イタリア語 ロマンシュ語 その 他
1950 72.1% 20.3 % 5.9% 1.0 % 0.7%
1970 64,9% 18.1% ll.9% 0.8% 4.3%
1980 65.0 % 18.4% 9.8% 0.8 % 6.0 %
1990 63. % 19.2% 7.6% 0.6 % 8.9 %
(出所): 引用文献 1)p.26




40年間に起こ っ た変化 のうち最大 のもの は｢阜
の他(の 諸言語)｣ 使用人 口 の比率 の上昇で あ
る｡ これ は特に外国人居住者の 増加 による と
こ ろが大き い *5｡1990年で は公用語のイタリア
語人 口 を抜いて い る｡ 多言語社会の ス イス に
お い て は好むと好まざるとにか かわらず, 自
分 の 言語以外の 言語 を併用 して社会生活 を送
表2 ス イス 居住者の 日常使用言語
(複数回答)1990年
ドイ ツ語 フランス語イタリア語 英 語 E]マンシュ雷 その他
72.0 % 33.0% 1 4.5% 10.9% 0.9% ll.2%
( 出所): 引用文献 1)p.26
る こ とが必要 とな っ てくる ｡ 表2はス イス 居
住者が日常的に使用するす べ て の 言語 を調査
した結果である1)｡ こ の調査 では英語とそ の他
の諸言語を区分 して い るが , 合わせ て20%以
上, つ まり5人に 1人が伝統的なス イ ス の言
語以外の言語 を日常的に使用 して いる ことが
分かる ｡特に英語使用者の増加が顕著で ある｡
英語使用者の 比率は就業人 口 に限るとさらに
高くなる｡ 連邦統計局 の調査2)に よると, 就業
者 の15%が職業上英語 を使用 して い る ｡また,
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サ ー ビス 業, 商業, 金融, 観光, メディ ア ･
出版及び学術の分野にお い ては30%が英語 を
使用すると回答 して いる ｡ 英語使用は, スイ
ス の産業構造*6が第 一 次産業から第三次産業 -
大きく変化するに つれ て拡大してきたもの と
推測される｡ スイ ス の第三 次産業の中心は金
融と観光にあるからである ｡
2.4 ス イス 的特色
一 口 に多言語国家とい っ てもそ の実懸はさ
まざまである｡ ス イス 的多言語状況の 特色の
第 一 は, 単 一 の共通語の欠如である｡ 歴史的
にみて人 々 の生活圏は小規模で閉鎖的な共同
体で あっ た ｡ 極端な言い方をすれば, 違う谷
間の人間は皆外国人であり , 隣の谷間の 人間
でさえも外国人 であっ た｡ スイ ス の 人々 のナ
シ ョ ナル アイ デンテ ィ ティ には四 つ の レ ベ ル
があるという3)i最も重要なのが共同体, 次い
で州, そ して言語圏, 最後が連邦である ｡ 三
つ の主要言語 の文化の中心はいずれも国の外
側にある｡ ｢ス イス 国民｣とい う意識がなかな
か育ちにくく, したが っ て スイ ス 人 の共通語
の必要性もうまれなか っ た ので ある｡
ス イ ス 的多言語状況の特色の第二 は, 主要
言語 内部の 多様性である ｡ ロ マ ン シ ュ 語は五
つ の小さな方言群に分かれ, イタリア語圏の
山村で はロ ンパ ル デイア方言が話されて いる｡
フ ラ ン ス語圏におい て は古いプ ロ ヴ ァ ン ス 語
はヴァ レ - 州, ジ ュ ラ州, フ リプ ー ル州の 高
齢者 の間に残 っ て い るだ けで ほぼ姿を消 した
と言われるが, ス イス 固有の語尭が相当数あ




差は ドイツ語圏にみ られる ｡ スイ ス のス タ ン
ダ ー ドな ドイ ツ語は語尭, 発音, 文法の面 で
ス イス 特有の慣用が見られるが標準ドイ ツ語
と大きく異なるところはない ｡ これはス イ ス
社会におい て , 出版, 教育, 公式の場面にお
いて 用 い られる｡ ス イス の ドイ ツ 語 の特異性
は, スイ ス ･ ドイツ語
* 8とよばれる話 し言葉に
ある｡ またス イス ･ ドイ ツ語 はきわめて 多様
で数多くの方言に分かれて おり, その数は州
の数よりはるかに多く, 都市, 柿, 谷間ごと
に違うと言われて い る｡ 国外の ドイ ツ語話者
との間のみならず, 国内の他の地方の スイス ･
ドイ ツ語話者との 間にもコ ミ ュ ニ ケ ー シ ョ ン
上 の 問題もおこりうる ｡ ス イス における ドイ
ツ語社会は, 公式の場面や書き言葉として は
ス タ ン ダ ー ドな ドイ ツ語を使用 し, 日常の コ
ミ ュ ニ ケ ー シ ョ ンはもっ ばら方言を使用する
典型的なdiglo s sia(二変種使い 分け) の 社会
で ある｡
3 . 初等学校における第 二言語教育
本章で はスイ ス の学校教育における言語教
育の現状と動向を考察する｡ 特に, 初等学校
段階から実施されて い る第二 言語教育を中心
にそ の実施状況をみてみた い ｡
3.1 教育制度
教育に関して は憲法に定める特定の事項を
除き, 各州が責任を有して い る
4)
｡ 州はそれぞ
れ の 教育法を制定 し, 学校種類, 教育年限,
教育内容の基準, 教点線与などを決定する｡
連邦 レベ ル の教育担当省はなく , 代わ っ て 州
の教育長会意が設置されて おり, 州間の調整
を行 っ て い る｡ 義務教育は1970年の 同会蔑の
協定により , 現在はどの州でも満 6歳からの
9年間と定められて い る｡ 初等教育の年限は
州により異なり , 6年の州が最も多い (21州)
が, 5年 (4州), 4年 (1州) の州もある｡
前期中等教育の年限は州 により, 3年, 4年
あるい は5年で いずれ の場合も初等教育とあ
わせ て 9年とな っ て い る｡
3.2 初等学校にお ける第二 言語教育
ス イ ス にお いて はどの州 でも第二言語教育
を初等教育段階から必修と して い る｡ そ の 開
始学年 ･ 年齢は図2に示すとおりである2)｡第
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図2 初等学校における第二 言語教育の開始学年 ･年齢(州間比較)
第3学年 (8歳) = > ●フ ラン ス語: ティ チ ー ノ州
(参考)
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第4学年 (9歳) => ●フラン ス語: バ ー ゼ ル非都市州, フ リブ ー ル州, ヴァ レ - 州
■ ド イ ツ 語: ジュ ネ ー ブ州, ジ ュ ラ州, ヌ ー シ ヤ テ ル州,
ヴァ レ ー 州, フリブ ー ル州, ベ ル ン州,
ゲラウビ ュ ンデン州
▲ イタリア語 :ゲラウビ ュ ンデン州
第5学年 (10歳) ⊂ウ ● フラン ス語: ア ベ ン ツ エ ル , バ ー ゼ ル都市州, ケラ ー ル ス州,
ツ - ク州. ル ツ ェ ル ン州, ニ トパル IT
-
ン州,
ウ ンタ ー パ ル デ ン州, ザ ンク ト ･ ガレン州,
チ ュ ー リ ヒ州, シ ヤ フ ハ ウゼン州, シ ュ ピ ー ツ州,
ソ ロ トゥ ル ン州. トウ ー ル ガウ州, ベ ル ン州
● ド イ ツ 語 :ボ ー 州, グラウ ビ ュ ンデ ン州
▲ イタリア語 :ウリ州
第6学年 (11歳) ES ●フラ ンス語 :ア ー ル ガウ州
第7学年 (12歳) =ウ ●フラ ンス語 :ケラウ ビ ュ ンデ ン州
(ロ マ ン シ ュ 語使用児童に はイタ リア語)
lIド イ ツ 語 :テ ィ チ ー ノ州
( 出所): 引用文献 6)から作成 ｡ (ス イ ス 連邦教育長会議資料)
二 言語 の選択が与 えられる州 ･ 地域 ･ 学校で
は親や児童 の希望が尊重される｡ フ ラ ン ス語
圏で はほ とん どの とこ ろで ドイ ツ語が第 二 言
語 と して提供されて いる ｡ 第二 言語 の教授に
は, 専科の教員ではなく , 全科目を担当する
教員があたり, そ の学習時間数は概ね, 週に
100分程度で ある｡
教科と して の第二 言語教育で なく , 教育の
言語を二 言語 で行うバ イリ ンガル 教育もヴァ
レ - 州の仏独言語境界地域では1994年度から
導入 されており , フリプ ー ル州 , ベ ル ン州で
も導入 が検討 されて い る3)｡
従来の伝統的な第 二 言語教育に加 えて , 英
語 の早期学習を求める声も強ま っ ており , 初
等学校における第二 言語教育の ありかたは大
きな教育的課題 となっ て い る｡ 初等学校にお
ける英語 の導入 をめぐる論議に つ いて は第4
章にお い て詳 しく扱う｡
4 . 求められる英語教育の強化
2.3 でみたとおりスイス における英語 の使用
の拡大はめざま しい もの がある｡ 本章で は英
語 に対するス イ ス 社会の 要請を分析 し, 学校
にお ける英語教育の動向を考察する ｡
4.1 英語教育に対する社会 ･ 経済的要請
第2章でみたとおりス イ ス社会における近
年の 英語使用 の拡大は主に経済活動上 の理由
によるもの で ある ｡ 産業構造の変化, 自由貿
易, 労働力の自由移動がすすむなか で言語圏
に分断されたス イス も否応なくそ の影響を受
ける ｡ しか し社会 ･ 文化的理由も指摘できる
であろう｡言語圏を越えた共通語(linguafym c a)
をもたない 多言語社会ス イス にお い て , また
同 一 言語圏内でさえ変種/ 方言格差が大き い
スイ ス にお いて , 英語は誰にも等距離の 言語
と してきわめて 受け入れやすい ｡ 町 の標識,
ポ ス タ ー ,新商品の広告,テ レ ビ の コ マ ー シ ャ
ル などにも半ばス イ ス 化 した英語も含め多く
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の英語表現が多用されて い る｡ 1995年にオ ー
ス トリア , フ ィ ン ラ ン ド及びス ウ ェ ー デン の
三国がE U(ヨ ー ロ ッ パ連合) に加盟し, ヨ ー
ロ ッ パ の地域統合がさらに進むなかで , スイ
ス は ヨ ー ロ ッ パ 域内にお ける自国の 政治的立
場の根本的な再検討をせまられて い る｡ 連邦
政府は1992年にEU加盟交渉をはじめたが ,国
民投票はこれ を否決した｡ しか し, 加盟申請
は取り下げられず, 代わ っ て加盟各国と の個
別の 二 国間合意の形成に力点が置かれるよう
になっ て い る｡ 学校の言語教育にもこ の よう
なスイ ス 社会が直面する政治 ･ 経済状況 , す
なわちヨ ー ロ ッ パ統合 - の同調, あるい はさ
らなる経済の 国際化に沿っ たものが求められ
て い る の である｡
4.2 前期中等学校における
第三言語教育と英語
多言語国家の ス イス にお いて は, 第三言語




開始される州が多い ｡ ス イス の中等教育は前
期中等教育から学校 ･ コ ー ス に分化 した伝統
的な形態をと っ て いるため, 第三の言語 の学
習は, 学校種類により , コ ー ス により大きく
異なる*9｡ とはい え第三言語教育に関して は各
州に共通の近年 の傾向がある ｡ それは英語の
重視であり , 開始学年ゐ早期化である｡ 英語
は第三 の使用人 口 をも つ 公用語 ･ 民族語で あ
るイ タリア語より重視され つ つ ある ｡ 全体的
にみると過半数 の州が第8及び第9学年にお
い て英語を自由選択科目または選択必修科目
と して実施 して い る｡ 第7学年から開始する
州もすでに9州を数える｡
ヰ.3 初等学校にお ける英語の導入





州にお ける第二 書籍数育の 開始は5年生で あ
るから, 第二言語より英語を優先 したこ とに
なる｡ 同州の英語実験授業は コ ン ピ ュ ー タ教
育と 一 体で , こ の教育的試みには実業界 の多
額の寄付があるとい う｡ チ ュ ー リ ヒ は金融の
中心であり, 経済界の期待が ｢英語が話せて
コ ン ピ ュ ー タが使い こ`なせる人材｣ の養成に
あることを示す動きで ある｡
英語の早期導入はすで に全国的な検討課題
とな っ て い る｡ 1997年, 州教育長会議は, 学
校における言語教育の改革 の方向を審議すべ
く専門家会議を設置した ｡ 従来の言語教育を
見直し, 外国語教育に関する r国民的 コ ンセ
ンサス｣ を確立するためで ある ｡ 専門家の 意
見は英語の早期導入におおむね好意的である
が , 実施の決定の主体は州, または市町村な
どで あり , また具体的な レ ベ ル におい て は学
校の裁量も大きい ｡ 言語教育の究極 の 目標を
三言語使用者の育成におくE Uの言語政策を理
想と意識しつ つ も, 児童 ･ 生徒の負担, 教育
方法, 教員の養成など論議をつ くさなければ
ならな い問題 が多く , 英語 を第三言語 として
学習させるか, 従来の 二言語使用の 目標の枠
の なかで , 英語 を優先し第二言語 として 学習
させ るか の選択がせ まられ るで あろう｡
5 . ま と め
本稿で は三 つ の公用語 と四 つ の民族語 を指
定する多言語国家スイ ス の言語状況につ い て
まずその構造の特性を分析 し, 言語 の実際の
使用状況に着目 しながら, 近年の変化, 特に
国内社会における英語使用 の拡大 を確認 した｡
次に, 初等学校にお ける第二言語教育の実施
状況等を検証するとともに, 近年の学校教育
における英語 の強化 ,早期化 の傾向を確認 し,
早期の 英語教育をめ ぐる論議を分析 した ｡ 英
語教育の強化を求める社会経済的要請はおお
むね教育界の理解を得て い るも の の , そ の最
終目標につ い て は, 二 言語使用 を目指すの か ,
ある い は三言語使用を目指すの か, 現実路線
多言語国家ス イ ス の初等学校 における言語教育 の動向
と理想論の 間で揺れて い る｡ E U(ヨ ー ロ ッ パ
連合) の 統合がさらに強まるなかで , ス イス
も ヨ ー ロ ッ パ に対する自国の 政治的立場の 根
本的な再評価をせまられて いる ｡ ス イス はヨ
ー ロ ッ パ 連合に はまだ 正式加盟は して い ない
が,EUの拡大統合がス イス 社会に与える影響
127
はまこ とに大き い ｡英語は近年E U 加盟諸国間
の通用語 と してそ の相対的比重が高まり つ つ
あり5)6), そ の使用状況や特性につ い て の研究
も盛んにな っ て い る｡ スイ ス の 言語教育にお
ける英語重視の動きはこ の ような動き を背景
に考察される べ きである｡
注 記
* 1 ドイツ名Schw eiz, フ ラ ン ス名Suis se, イタリア 名Sviz zeraで, 正式の国名はラテ ン語形でCon -
foederatio Helv etica, 略してC H とも表わされる ｡ こ の 略号はス イ ス の硬貨や車の 国籍プ レ ー














と表示され て い る ｡
* 2 出版やマ ス メディア は市場原理 によ っ て動くもの で あるか ら, 言語人口が規模の大小に対応 し
た発信となるこ とは当然で ある｡ しか し, 連邦政府の大統領や閣僚の ス テ ー トメ ン トでもドイ
ツ語とフラ ン ス 語にとどまり, イ タリア語によるそれは省かれる ことが多い ｡ 筆者が在外研究
の ためジ ュ ネ - プに滞在して い た際もこの ような例は しば しば見聞した｡ なかでも印象的だ っ
たの は次の 出来事で ある｡ 1997年の10月に起きたエ ジプトの ルク ソ ー ル での イス ラム原理主義
者グル ー プによるテ ロ により, ス イ ス は30人の犠牲者を出したが, その合同追悼式がテ レ ビで
中継された時もイタリア語の 公用語と して の地位の弱さがあらわれて い た｡ 普段は言語別に独
立 した内容で, 共通の場面が見られない ス イ ス のテ レ ビがこ の時は 一 つ の映像を放映 した ｡ 連
邦の 大統領の追悼演説はまず ドイツ語で , 続 い て フ ラ ン ス 語で行われたのみで あ っ た｡
* 3 ス イ ス 国内で使用される レ ト ･ ロ マ ン ス 諸語の 呼称｡ レ ト ･ ロ マ ン ス 諸語とは , ス イ ス 東南部
の ダラウビ ュ ンデ ン州, イ タリア 北部の ドロ ミテ地方, イタリア北部の フリウリ平野の 3 つ の
地域で話され る言語群の総称｡ ア ル プ ス 山岳地帯の先住民族 レ チア人(Raed)の 言語が帝政ロ ー
マ 期にラテ ン語化して形成されたとするの が通説 ｡
* 4 1979年に起きたジ ュ ラ州の分離独立はまさにこの ような例で ある｡ ベ ル ン州(ドイツ語圏) 内の
かなりの部分を占めて い たフ ラ ン ス 語圏は住民投票により ベ ル ン州か らの分離を決定し, ス イ
ス 連邦にジ ュ ラ州(人 口7万人)として加盟 した〔引用文献 3)〕｡
* 5 外国人居住者の数は1980年代以降特に増加 し, 196年の には133万人を超えた ｡ これは過去最高
の記録で ある｡ 総人口に占める比率は19%である｡ これらの居住者の他に, 1年間以下の短期
の労働許可による外国人労働者(約24万人), 毎日国境を越えて通う外国人労働者(約15万人)が
い る｡ 外国人 の比率は就業機会の 多少 , 国境との 距離長短などに より, 地方ごとに大きく異な
る｡ 内陸部の非都市部で は3 %, ジ ュ ネ - プ では35%で ある｡ 外国人労働者の 出身国は, ポル
トガル , ス ペ イ ン , イタリア , ト ル コ などで あるが, 1990年代以降は旧 ユ ー ゴ ス ラビア をは じ
めとする東欧からの労働者数が倍増 して い る〔引用文献 1)〕｡
* 6 19世紀の 半ば頃には第 一 次産業人 口 は就業人 口の 6割を占めて い た｡ 現在で は, 第三次産業人
口が6割と最大で あり, 第 一 次産業人 口はわずか 4%とな っ て い る〔引用文献 1)〕｡
* 7 Nicollie r, Al ainはスイ ス の フラン ス語圏にお いて のみ使用されるフ ラ ン ス 語 の諸費集(D ictio n air7e
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desM O TS S tH: S E S de hzhm gu efy m caise, G VASA Gene ve,1990.)に1,000請を収録 して
い る｡
* 8 女イ ス ･ ドイ ツ語とはスイス の ドイ ツ語圏全体に普遍的にみられる話し言葉ではない ｡ それは
チ ュ ー リ ヒ ･ ドイツ語, ベ ル ン ･ ドイツ 語, ザ ンクト ･ ガ レ ン ･ ドイツ語など各地の諸方言の
総称である｡ ス イ ス ･ ドイツ 語の言語的特徴は方言ごとに扱う旺 かない と言われるが, スイ ス ･
ドイツ 語に共通した社会言語的特色は , 身分や職業による階層的差別がない ことで ある｡ 方言
につ きもの の社会的威信の 低さはなく, スイス の ドイツ語圏で話される言葉の99%が方言で あ
ると言われる｡ (Barbo u r,Stephen & Stevens on, Patrick, Vwidtion in a,m a n; a m
'
tital
a9?n a chio (おr m a nSo ciolingu*tics, C amb ri dge Univ ersity Pres s, 1990.)
*9
. 州
ごとの教育制度が存在すると言われる スイ ス におい ても, 前期中等教育の形態はとりわけ州
による差異が大きい ｡ 一 部の州で は総合制タイ プの 中等学校を設置する動きもみられ, また学
校 ･ コ ー ス 間の移動を容易に したり, 教育課程を 一 部共通化したりするなどの改革がすすめら
れて い るが, ス イ ス の中等教育は基本的には進路 ･ 学力などにより分化 した伝統的なパ タ ー ン
をと っ て い る｡ 前期中等教育の学校種類 ･ コ ー ス は大きく三 つ の タイ プに分類される｡ 第 一 は,
諸来基礎的な職業訓練を受けようとする者が進む学校 ･ コ ー ス(州により実務科, 近代科, 職業
前教育科など名称が異なる)で あり, 第二Iも 将来短期の後期中等教育や上級の職業訓練を受け
ようとする者が進む学校 ･ コ ー ス で普通科, 中等学校などと呼ばれる｡ 第三は , 将来大学入学
資格の取得をめざす者が進む学校 ･ コ ー ス で , プ ロ ギムナジウム , 地域学校, などと呼ばれる
〔引用文献 4)〕｡
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A BST R ACT
Switzerland(T he S wis sCo nfe re ratio n) which is co mpletelylandlo cked at the hea rt of the
Eu rope an co ntinent sharingits n atio nal bou ndarie s o neve ry side withGe rm an , French and
Italian spe aking n ations is a m ultilingt1al fe de ralr epublic co mprising of 26a uton o mou s
Ca nわns. Sin c eitsinitial allian c ein 1291ofthethre eStates wbicb fo medthe c ore ofthe
pr es e ntCo nfederatio n,the prim a ry purpo s e oftheCo nfederatio nha sbe e nto form adefensiv e
le agueto prote ct their traditio nal rights again st n eighbo u n ng greatpow e r s, n ot to pr oclaim
its c ultu ralu nity. Itis rathe rthe C anto n o rtheCo m m u ne thatha sbeen thebasefor cultu ral
a s w ella spolitical ide ntity andha sde v eloped its o wnhisto ry andtraditio n. On top of th is
u nique principle ofn ation building,its physicalge ogr aphy with highm o u ntain r anges, gre at
rivers, gla cie rs and lake sha shelped thelocalco m munity dev elop and prese rv eits o wndis-
tinctive cultu ral featu resincludinglangu age s. Be sidethealreadyco mplex m ultilingualis m wi th
fou rlangu age region sdivi ded, thr e e offic al langtlageS de sign ated and wi de v ariety of local
dialects spoke n wi th in the se langu ages, the recentincrea s ein the us e of otherlangu ages
ca u s ed by de m ogr aphic ch ange s betw e e nindustrie s, m lgr atio n of for eign w o rker s and
incre a sed e cono micinte rrelatio n swith other co u ntrie screate s ane w s ocio-linguistic pictu re
of m ulti1ingual S wis s.
T he pu rpo se of the presentpape ris to o v e rview the m uldlingtlalis m of S witz e rlandtoday
and analyze the tre ndsin thelangu age teachingin schools. Specialattentio nis given to the
te aching of a s e c o nd langu age a ndto the te aching of English beingintrodu c ed in s ev e ral
C anto n s at prim a ry s cho ollevel.
E E Y W O R D S
S witzerland
,
M ultilingualnatio n, Official 1angu age s, Natio nal 1a ngtlage S,
Se c o nd language te a ching, English langu age te ahing, Bilingualis m, Tri1ingualis m
